
2019.10.改定版 

別添利用料金表 

 

・介護保険・第一号事業給付費適用サービス 

※ 介護保険からの給付額または、第一号事業給付費に変更があった場合は、変更された額に合わせて利用者負担額を変更させてい

ただきます。 

※ 要介護認定申請中にサービスをご利用され、その後要介護状態区分が自立（非該当）及び事業対象者でないと判定された場合に

は、利用料の全額をお支払いいただきます。また、給付制限等がある場合にも、利用料の全額をいったんお支払いいただきます。

給付制限等が解除された場合には、自己負担額を除いた金額が介護保険から払い戻される場合があります（償還払い）。償還払

いとなる場合、保険給付、第一号事業給付費の申請を行うために必要な「サービス提供証明書」を交付します。 

※ 厚生労働省が定める方法によって端数処理を行う関係上、実際のご請求額とは若干の差異が生じる場合があります。  

 

 

  

訪問介護（1回あたり）                                                （円） 

 

 

 

 

 

 

サービス内容 8 時～18 時 
6 時～8 時 

22 時～23 時 
18 時～22 時 

身体介護 

中心型 
利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

20 分未満 1,834 184 367 551 2,298 230 460 690 2,751 276 551 826 

20 分以上 2,751 276 551 826 3,436 344 688 1,031 4,132 414 827 1,240 

30 分以上 4,364 437 873 1,310 5,458 546 1,092 1,638 6,552 656 1,311 1,966 

１時間以上 6,375 638 1,275 1,913 7,967 797 1,594 2,391 9,569 957 1,914 2,871 

1 時間半以上 
（30 分増す毎に加算） 

917 92 184 276 1,149 115 230 345 1,381 139 277 415 
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（円） 

サービス内容 8 時～18 時 
6 時～8 時 

22 時～23 時 
18 時～22 時 

生活援助 

中心型 
利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者

負担額

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

45 分未満 2,011 202 403 604 2,519 252 504 756 3,016 302 604 905 

45 分以上 2,475 248 495 743 3,094 310 619 929 3,712 372 743 1,114 

 

（円） 

サービス内容 8 時～18 時 
6 時～8 時 

22 時～23 時 
18 時～22 時 

身体介護に引き続

き生活援助を行う

場合 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

（２割） 

利用者 

負担額 

（３割） 

20 分以上 730 73 146 219 912 91 182 274 1,094 109 219 328 

45 分以上 1459 146 292 438 1,823 182 365 547 2,188 219 438 656 

70 分以上 2188 219 438 657 2,735 274 547 821 3,282 328 656 985 

 

                     （円） 

サービス内容 利用料 
利用者負担額 

（１割） 

利用者負担額 

（２割） 

利用者負担額 

（３割） 

初回加算 2,210 221 442 663 

緊急時訪問介護加算 1,105 111 221 332 

生活機能向上連携加算 1,105 111 221 332 
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※重介護等でホームヘルパーが二人訪問の場合は、利用者様に同意を得た上で、上記の料金の 2 倍になります。 

 

 利用者負担額 

介護職員処遇改善加算 1 か月の利用料金の 13.7％ 

介護職員等特定処遇加算Ⅱ 1 か月の利用料金の 4.2％ 

同一建物減算 所定料金額の 90/100 

 

 

 

介護予防訪問介護・第一号訪問事業（１ヵ月あたり）                               （円）                    

サービス内容 要支援１・事業対象者 要支援２ 

介護予防・ 

第一号訪問事業 
利用料 

利用者 

負担額 

（１割） 

利用者 

負担額 

(2 割) 

利用者 

負担額 

（3 割） 

利用料 

利用者 

負担額 

(1 割) 

利用者 

負担額 

(2 割) 

利用者 

負担額 

（3 割） 

週１回程度の利用 12,950 1,295 2,590 3,885 12,950 1,295 2,590 3,885 

週２回程度の利用 25,879 2,588 5,176 7,764 25,879 2,588 5,176 7,764 

上記を超える利用     41,050 4,105 8,210 12,315 

 

                                  （円） 

サービス内容 利用料 
利用者負担額 

（１割） 

利用者負担額 

（２割） 

利用者負担額 

（3 割） 

初回加算 2,210 221 442 663 

生活機能向上連携加算 1,105 111 221 332 

※介護予防訪問介護、第一号訪問事業の利用料金は１ヶ月毎の定額制になっています。 

 

 

但し以下の場合、例外的に日割り計算を行います。 

１ 月途中に要介護から要支援、事業対象者または、事業対象者、要支援から要介護に変更になった場合 

２ 同一保険者管内で転居等により事業所を変更した場合 

３ 月途中に契約を開始（解除）した場合 
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 利用者負担額 

介護職員処遇改善加算 1 か月の利用料金の 13.7％ 

介護職員等特定処遇加算Ⅱ 1 か月の利用料金の 4.2％ 

同一建物減算 所定料金額の 90/100 

・介護保険適用外サービス 

 ※別紙参照 

 

※経済状況の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。  

その場合事前に変更の内容について、変更を行なう 1 ヶ月前までに文章にてご連絡させていただきます。 

 

 

家事援助限定型訪問サービス（１ヵ月あたり） 

サービス内容        要支援１・要支援２・事業対象者 
 

家事援助限定型 

訪問サービス 
利用料 

利用者負担額 

（１割） 

利用者負担額 

(２割) 

利用者負担額 

(３割) 

週１回程度の利用 10,364 円 1,037 円 2,073 円 3,110 円 

週２回程度の利用 20,707 円 2,070 円 4,142 円 6,213 円 

★上記を超える利用 32,840 円 3,284 円 6,568 円 9,852 円 

 ★は要支援 2 の認定を受けている方のみ利用可。 

 

サービス内容 利用料 
利用者負担額 

（１割） 

利用者負担額 

（２割） 

利用者負担額 

  （３割） 

初回加算 1,768 円 177 円 354 円 531 円 

 

 

 利用者負担額 

介護職員処遇改善加算 1 か月の利用料金の 13.7％ 

介護職員等特定処遇加算Ⅱ 1 か月の利用料金の 4.2％ 

同一建物減算 所定料金額の 90/100 
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※家事援助限定型訪問サービスの利用料金は１ヶ月毎の定額制になっています。 

 但し、下記の場合、例外的に日割り計算を行ないます。 

１ 月途中に要介護から要支援、又は要支援から要介護に変更になった場合  

２ 同一保険者管内で転居等により事業所を変更した場合 

３ 月途中に事業対象者から要支援（要介護）に変更になった場合 

４ 月途中に契約を開始（解除）した場合            など 

 

 

・介護保険適用外サービス 

サービス内容 料金 

通院および院内介助サービス等 700 円／15 分 

 

※経済状況の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。 

その場合事前に変更の内容について、変更を行なう 1 ヶ月前までに文章にてご連絡させていただきます。 


